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1.事業概要

2.投入量（インプット）

令和６年度　事務事業評価シート
担当部 課名

会計管理者 会計課

会計 一般会計
款 総務費
項 総務管理費
目 会計管理費

主な内訳 報酬、需用費、使用料及び賃借料、職員手当等

政 策 09 チャレンジする市役所（行財政改革大綱）

施 策 02 経営・財務マネジメントの充実

顧客
(誰を)

市民及び職員

意図
(どのように)

公金の適正な収納、支出とその管理を行い、公金の健全な運営を図ります。

事業の概要
　毎会計年度、決算を調製し、決算書・証書類等を市長に提出します。支出命令書審査、収入調定の確認、現金出
納の記録管理を行います。

事業全体
としての課題

　適正かつ効率的な事務を執行する上で、正確な現金等の出納記録管理が必要です。

長　期　目　標
(基本構想の計画期間)

　適正で効率的な出納事務を行い、決算を調製し、決算書等を市長に提出します。

中　期　目　標
(基本計画の計画期間)

　適正で効率的な出納事務を行い、決算を調製し、決算書等を市長に提出します。

（単位：千円）

年度
令和3年度
（過年度）

令和4年度
（過年度）

令和5年度
（過年度）

令和6年度
（現年度）

国庫支出金 0 0 0

県 支 出 金 0 0 0

地　方　債 0 0 0

そ　の　他 0 0 0

一 般 財 源 3,100 3,788 4,995

決算額計(A) 3,100 3,788 4,995

義務的経費 2,283 2,276 2,417 11,971

一般行政経費 1,474 1,474 2,734 2,640

政策的経費 0 594 0 0

公共施設経費 0 0 0 0

補　正　等 0 0 302 0

前年度から繰越 0 0 0 0

次年度へ繰越 0 0 0 0

予算額計(B) 3,757 4,344 5,453 14,611

執行率(A/B) 82.51% 87.20% 91.60% 0.00%

職員数(人) 3.50 3.60 3.00

人件費(C) 25,438 26,165 21,804

会計年度任用職員(人) 1.50 1.50 1.50

フルコスト(A+C) 28,538 29,953 26,799

全体計画
（各年度に実施する

事業計画）

◇正確な現金の出納及び管理
をします。

◇正確な現金の出納及び管理
をします。

◇正確な現金の出納及び管理
をします。

◇正確な現金の出納及び管理
をします。

事業名 出納事務費
予

算

根拠法令 地方自治法、石岡市財務規則

体
系

施策としての
あるべき
将来の姿

　歳出の見直しと削減に加え、適正な歳入を確保することによ
り、健全な財政運営を行います。

目
的

事業としての
将来像

財
源
区
分

（
決
算
額
）

正
規

財源の種類

経
費
区
分

（
予
算
額
）
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３.活動指標（アウトプット） （単位：千円）

指　標　名　① 説　明　等 単 位 経費区分

回 義務

年　度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

目 標 値(a) 12 12 12 12 12 12

実 績 値(b) 12 12 12

達 成 率(b/a) 100.00 ％ 100.00 ％

決 算 額 (c) 0 0 0

内　　訳 －

職 員 数(人) 0.07 0.07 0.07

人 件 費(d) 509 509 509

フルコスト(c+d)(f) 509 509 509

単位コスト(f/b) 42.42 42.42 42.42

指　標　名　② 説　明　等 単 位 経費区分

回 義務

年　度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

目 標 値(a) 4 4 4 4 4 4

実 績 値(b) 4 4 4

達 成 率(b/a) 100.00 ％ 100.00 ％

決 算 額 (c) 0 0 0

内　　訳 －

職 員 数(人) 0.03 0.03 0.03

人 件 費(d) 219 219 219

フルコスト(c+d)(f) 219 219 219

単位コスト(f/b) 54.75 54.75 54.75

指　標　名　③ 説　明　等 単 位 経費区分

回 義務

年　度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

目 標 値(a) 12 12 12 12 12 12

実 績 値(b) 12 12 12

達 成 率(b/a) 100.00 ％ 100.00 ％

決 算 額 (c) 0 0 0

内　　訳 －

職 員 数(人) 0.01 0.01 0.01

人 件 費(d) 73 73 73

フルコスト(c+d)(f) 73 73 73

単位コスト(f/b) 6.08 6.08 6.08

４.成果量（アウトカム）

項目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

決算の調製 決算を調製し、出納の閉鎖後３か月以内に市長に提出します。 回 令和９年度

年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和９年度

目標値(a) 1 1 1 1

実績値(b) 1 1 1

達成率(b/a) 100 ％ 100％

達成率の評価 達成できた 達成できた

項目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

令和０年度

年　　度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和０年度

目標値(a) 0 0 0

実績値(b) 0 0 0

達成率(b/a) ％ ％

達成率の評価 　 　

現金出納及び保管の記録管
理

記録管理の回数（現金、証券、基金の保管状況を管理し、月に１回
以上その記録の整理を行います。）

コ
ス
ト

指定金融機関の検査
検査回数（財務事務の適正を期すため、指定金融機関の検査（公金
の収納・支払、預金等）を四半期に１回以上行います。）

コ
ス
ト

物品の出納保管
年間に在庫棚卸を行う回数（他部署に消耗品を払い出しができるよ
うにするため、在庫棚卸を月に１回以上行います。）

コ
ス
ト

最
終
目
標
①

最
終
目
標
②

活　
　

動　
　

指　
　

標

成　

果　

指　

標
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５.事業評価（事業の点検）※該当する選択肢の●を選択

上位目標との適合性 事業の目的は、総合計画基本計画で定める基本施策に合致するか。

● 合致している

○ 検討の余地がある

市の基本理念との適合性 将来像の実現のための基本理念に適合した事業展開を行っているか。

● 適合している

○ 検討の余地がある

市の関与の妥当性 市の関与の妥当性があるか。

● 妥当である

○ 検討の余地がある

人口減少対策 人口減少・少子高齢化・関係人口増加の対策として効果がある事業であるか。

● 効果がある

○ 検討の余地がある

○ 事業の性質上対象とならない

成果指標（アウトカム）の達成状況 設定した成果指標（アウトカム）は目標達成に向かっているか。

● 達成できている

○ 概ね順調に進捗している

○ 目標に向かっていない

活動指標（アウトプット）の有効性
事業の実施結果である活動指標（アウトプット）は、事業の成果指標（アウトカム）と有
効につながっているか。

● 有効につながっている

○ 検討の余地がある

課題やニーズを踏まえた事業展開
創意工夫により現状把握を行い、市を取り巻く課題や事業の課題、市民等のニーズを的確
にとらえた事業展開を行っているか。

● 行っている

○ 検討の余地がある

効果的効率的な事業展開の余地
協働や情報通信技術の活用等により、事業費の削減を含め、より効果的効率的な事業展開
の余地があるか。

● 既に実施している

○ 検討の余地がある

○ 検討の余地はない

活動指標（アウトプット）の効率性 活動指標（アウトプット）はフルコストで評価した場合、適切と言えるか。

● 適切である

○ 検討の余地がある

６.事業評価（総括評価）※該当する選択肢の●を選択

　公金の適正な収納・支出、その管理を行い、公金の健全な運営を図ることで、基本施策に合致し
ます。

　公金の適正な収納・支出、その管理を行うことは、行政運営における適正性の確保につながるこ
とからも、基本理念に適合した事業です。

　会計事務の執行機関として財務事務処理を行うことは、健全な財政運営につながります。

　公金の適正な収納・支出、その管理保管により、経営・財務マネジメントに資することがで
き、永続的な行政運営を行うことで、人口減少対策への効果があります。

　毎年、調製した決算を、出納の閉鎖後3か月以内に市長へ提出しています。

　現金の記録・管理、指定金融機関の検査等を行うことで、正確な決算の調製につながります。

　他市（11市）と情報交換を行うことで、現状分析ができるとともに事務執行上の問題解決を図る
ことができます。

　市税等の収納データ作成を外部委託や情報通信技術を活用して、事務の効率化を図ります。

　必要最小限の経費で業務を遂行しています。

事業の成果
（アウトプッ
トやアウトカ
ムを踏まえた
事業成果の総

括評価）

　現金、証券、基金等を適正に管理し、決算を調製しました。

今後の方向性
（事業の方向
性の具体的な
内容や課題へ
の取組等）

事業の方向性 ● 継続実施（変更なし） ○ 見直し検討 ○ 事業終了

　ＰＯＳレジスターを活用して、適正な公金の管理に努め続けるとともに、出納事務の効率化を図ります。

適
合
性
・
妥
当
性

有
効
性

効
率
性
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1.事業概要

2.投入量（インプット）                 

令和６年度　事務事業評価シート
担当部 課名

会計管理者 会計課

会計 一般会計
款 総務費
項 総務管理費
目 会計管理費

主な内訳 報酬、職員手当等、旅費、需用費

政 策 09 チャレンジする市役所（行財政改革大綱）

施 策 02 経営・財務マネジメントの充実

顧客
(誰を)

一般旅券給付の交付を受ける市民、法務局での証明書の交付を受ける方

意図
(どのように)

収入印紙等の販売を行い、市民の利便性向上を図ります。

事業の概要
　収入印紙・茨城県収入証紙を必要とする申請や業務にかかる住民、事業者の利便性を図るため販売所を設けてい
ます。また、売りさばきにかかる手数料を徴収しています。

事業全体
としての課題

　一般旅券給付業務及び法務局証明書交付窓口の開設に伴い、収入印紙及び茨城県収入証紙の売りさばきに要する
原資を積み立てた基金を基に、これらの販売業務を行っています。利用者に対し、販売業務を行うこと、市庁舎内
で必要な数量・種類の収入印紙・茨城県収入証紙を常備しておく必要があります。

長　期　目　標
(基本構想の計画期間)

　庁舎サービス機能の充実を目指します。

中　期　目　標
(基本計画の計画期間)

　庁舎サービス機能の充実を目指します。

（単位：千円）

年度
令和3年度
（過年度）

令和4年度
（過年度）

令和5年度
（過年度）

令和6年度
（現年度）

国庫支出金 0 0 0

県 支 出 金 0 0 0

地　方　債 0 0 0

そ　の　他 704 723 907

一 般 財 源 1,381 1,385 1,429

決算額計(A) 2,085 2,108 2,336

義務的経費 2,313 2,337 2,382 2,919

一般行政経費 26 26 26 26

政策的経費 0 0 0 0

公共施設経費 0 0 0 0

補　正　等 0 0 137 0

前年度から繰越 0 0 0 0

次年度へ繰越 0 0 0 0

予算額計(B) 2,339 2,363 2,545 2,945

執行率(A/B) 89.14% 89.21% 91.79% 0.00%

職員数(人) 2.00 2.00 1.10

人件費(C) 14,536 14,536 7,995

会計年度任用職員(人) 1.00 1.00 1.00

フルコスト(A+C) 16,621 16,644 10,331

全体計画
（各年度に実施する

事業計画）

◇市庁舎内で必要な収入印
紙、茨城県収入証紙の数量・
種類を常備し、販売をしま
す。

◇市庁舎内で必要な収入印
紙、茨城県収入証紙の数量・
種類を常備し、販売をしま
す。

◇市庁舎内で必要な収入印
紙，茨城県収入証紙の数量・
種類を常備し、販売をしま
す。

◇市庁舎内で必要な収入印
紙，茨城県収入証紙の数量・
種類を常備し、販売をしま
す。

収入印紙等売りさばき手数料

収入証紙売りさばき手数料、収入印紙等購入基金利子

事業名 収入印紙等取扱事務費
予

算

根拠法令
郵便切手類販売所等に関する法律、茨城県証
紙条例

体
系

施策としての
あるべき
将来の姿

　歳出の見直しと削減に加え、適正な歳入を確保することによ
り、健全な財政運営を行います。

目
的

事業としての
将来像

財
源
区
分

（
決
算
額
）

正
規

財源の種類

経
費
区
分

（
予
算
額
）
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３.活動指標（アウトプット） （単位：千円）

指　標　名　① 説　明　等 単 位 経費区分

回 一般

年　度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

目 標 値(a) 12 12 12 12 12 12

実 績 値(b) 12 12 12

達 成 率(b/a) 100.00 ％ 100.00 ％

決 算 額 (c) 0 0 0

内　　訳 －

職 員 数(人) 0.01 0.01 0.01

人 件 費(d) 73 73 73

フルコスト(c+d)(f) 73 73 73

単位コスト(f/b) 6.08 6.08 6.08

指　標　名　② 説　明　等 単 位 経費区分

％ 義務

年　度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

目 標 値(a) 100 100 100 100 100 100

実 績 値(b) 100 100 100

達 成 率(b/a) 100.00 ％ 100.00 ％

決 算 額 (c) 0 0 0

内　　訳 －

職 員 数(人) 0.03 0.03 0.03

人 件 費(d) 219 219 219

フルコスト(c+d)(f) 219 219 219

単位コスト(f/b) 2.19 2.19 2.19

指　標　名　③ 説　明　等 単 位 経費区分

回 義務

年　度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

目 標 値(a) 12 12 12 12 12 12

実 績 値(b) 12 12 12

達 成 率(b/a) 100.00 ％ 100.00 ％

決 算 額 (c) 0 0 0

内　　訳 －

職 員 数(人) 0.01 0.01 0.01

人 件 費(d) 73 73 73

フルコスト(c+d)(f) 73 73 73

単位コスト(f/b) 6.08 6.08 6.08

４.成果量（アウトカム）

項目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

収入印紙等購入基金の
管理

年間に突合を行う回数（収入印紙、茨城県収入証紙の販売管理と現金及び
通帳を突合し、その記録を整理します。）

回 令和９年度

年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和９年度

目標値(a) 12 12 12 12

実績値(b) 12 12 12

達成率(b/a) 100 ％ 100％

達成率の評価 達成できた 達成できた

項目 指　標　名 指標設定の考え方及び算式 単位 達成年度

令和０年度

年　　度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和０年度

目標値(a) 0 0 0

実績値(b) 0 0 0

達成率(b/a) ％ ％

達成率の評価 　 　

収入印紙、茨城県収入証紙
の購入及び販売

年間に在庫棚卸を行う回数（収入印紙、茨城県収入証紙の在庫棚卸
を月に１回以上行います。）

コ
ス
ト

開庁日の収入印紙、茨城県
収入証紙の販売

市役所の開庁日数に対する販売日数の割合（市役所の開庁日には、
収入印紙、茨城県収入証紙の販売を行います。）

コ
ス
ト

収入印紙、茨城県収入証紙の
取扱手数料の徴収

年間の徴収回数（収入印紙、茨城県収入証紙の売りさばきに伴う手
数料を徴収します。）

コ
ス
ト

最
終
目
標
①

最
終
目
標
②

活　
　

動　
　

指　
　

標

成　

果　

指　

標
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５.事業評価（事業の点検）※該当する選択肢の●を選択

上位目標との適合性 事業の目的は、総合計画基本計画で定める基本施策に合致するか。

● 合致している

○ 検討の余地がある

市の基本理念との適合性 将来像の実現のための基本理念に適合した事業展開を行っているか。

● 適合している

○ 検討の余地がある

市の関与の妥当性 市の関与の妥当性があるか。

● 妥当である

○ 検討の余地がある

人口減少対策 人口減少・少子高齢化・関係人口増加の対策として効果がある事業であるか。

● 効果がある

○ 検討の余地がある

○ 事業の性質上対象とならない

成果指標（アウトカム）の達成状況 設定した成果指標（アウトカム）は目標達成に向かっているか。

○ 達成できている

● 概ね順調に進捗している

○ 目標に向かっていない

活動指標（アウトプット）の有効性
事業の実施結果である活動指標（アウトプット）は、事業の成果指標（アウトカム）と有
効につながっているか。

● 有効につながっている

○ 検討の余地がある

課題やニーズを踏まえた事業展開
創意工夫により現状把握を行い、市を取り巻く課題や事業の課題、市民等のニーズを的確
にとらえた事業展開を行っているか。

● 行っている

○ 検討の余地がある

効果的効率的な事業展開の余地
協働や情報通信技術の活用等により、事業費の削減を含め、より効果的効率的な事業展開
の余地があるか。

● 既に実施している

○ 検討の余地がある

○ 検討の余地はない

活動指標（アウトプット）の効率性 活動指標（アウトプット）はフルコストで評価した場合、適切と言えるか。

● 適切である

○ 検討の余地がある

６.事業評価（総括評価）※該当する選択肢の●を選択

　一般旅券給付及び法務局証明書の交付に必要な収入印紙等を市役所内で販売することにより、基
本施策に合致しています。

　一般旅券給付に必要な収入印紙等の販売は、海外渡航する市民に必要不可欠であり、市民サービ
スの向上に寄附することから、基本理念に適合した事業です。

　販売所を設けることで、市民の利便性が向上します。

　利用者の利便性が向上し、必要なサービスが充足していることで、選ばれる市となり、人口減少
対策につながります。

　毎月末、収入印紙、茨城県収入証紙の残枚数の確認と現金及び通帳の突合を行い、記録を整理し
ました。年間突合は12回行います。

　販売管理を行うことは、基金の設置目標に合致します。

　市庁舎内で必要な収入印紙、茨城県収入証紙を常備しています。

　市庁舎内で必要な収入印紙、茨城県収入証紙を、市庁舎外で購入・準備してもらうことは、市庁
舎を利用する方にとって大変不便です。

　最小限の経費で業務を遂行しています。

事業の成果
（アウトプット
やアウトカムを
踏まえた事業成
果の総括評価）

　収入印紙、茨城県収入証紙を販売することで、市民の利便性の向上に寄与します。

今後の方向性
（事業の方向
性の具体的な
内容や課題へ
の取組等）

事業の方向性 ● 継続実施（変更なし） ○ 見直し検討 ○ 事業終了

　収入印紙、茨城県収入証紙を必要とする申請や業務にかかる住民、事業者のために、必要な数量・種類の収入印紙
と茨城県収入証紙を常備します。

適
合
性
・
妥
当
性

有
効
性

効
率
性
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